
 

 
 

１ 後期基本計画の位置付けと役割 

第１次糸島市長期総合計画（平成 23年度～32年度）は、糸島市まちづくり基本条例に

おいて本市の最上位計画として位置付けられ、市民に対して市の将来像とその実現に向

けた方向性を示すとともに、計画期間の 10年間に市が取り組むべき政策・施策のよりど

ころとして、市民と共通の認識を持ち、ともにまちづくりを進めていくための羅針盤と

なります。また、１市２町合併時に策定した新市基本計画の考え方を基本としながら、

各分野別計画の指針となるものです。 

第１次糸島市長期総合計画で定めた基本構想を具体化するのが、基本計画です。 
前期基本計画の計画期間が、平成 27年度をもって終了するため、引き続き基本構想の

実現に向けたまちづくりを進めるため、第１次糸島市長期総合計画後期基本計画を策定

しました。 
 

２ 後期基本計画策定の基本的な考え方 

(１)合併５年間の総括と前期基本計画の検証結果を反映した計画 

 長期総合計画後期基本計画は、合併後の取組や前期基本計画に位置付けた施策の実績

を十分に検証し、残った課題や新たに発生した課題に対する方策をまとめた計画としま

した。 

(２)糸島市を取り巻く情勢を踏まえた計画 

  糸島の個性や魅力、特有の資源を最大限活用した施策を設定し、人口減少や少子高齢化

への対応、ブランド糸島の確立などにつながる独自性の高い計画としました。 

また、中期的な財政予測との整合を図り、可能な限り実現可能性を担保した計画としました。 

(３)「均衡ある発展」と「一体性の確保」を推進する計画 

 前原、二丈、志摩のすべての地域を画一的な取扱いとするのではなく、各地域が持つ特

性に応じた「均衡ある発展」と、市民意識の一体感の醸成や公共施設の統廃合などによる

本市の「一体性の確保」を推進する計画としました。 

(４)進行管理を適切に行うことができる計画 

  計画に位置付ける施策については、その施策に取り組むことで達成したい成果や目標を

明確にしました。また、成果や目標の設定は、市民満足度調査の結果や統計情報など、で

きる限り客観的なデータによる数値を活用しました。 

(５)重点プロジェクトを示した計画 

  前期基本計画と同様に、限られた行政資源で効率的な課題解決を図るため、重点プロジ

ェクトを設定し、「選択と集中」の考え方を取り入れた計画としました。 
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■長期総合計画の計画期間 

(６)市民の参画と協働による計画 

  後期基本計画の検討段階において、積極的な情報発信を行うとともに、市民や議会の意

見を聴取し、まちづくりの目指すべき方向や目標を共有するとともに、参画や協働意識の

向上を図る計画としました。 

(７)誰にもわかりやすく、活用できる計画 

  行政用語をできる限り控え、市民にとって、わかりやすい内容や表現にしました。一方

で、市職員にとっては事業の立案や実施のよりどころとして活用できる計画としました。 

 

３ 長期総合計画全体の構成と期間 

長期総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画によって構成されています。 
(１)基本構想 

本市が目指すべき将来像、市民行動指針、10年後の目標人口を示したうえで、まちづ

くりの基本理念を掲げ、成長戦略、基本目標と、それを実現させるための政策、土地利用

の基本方針を明らかにします。 

計画期間は、平成 23年度から平成 32年度の 10年間です。 

(２)基本計画 

基本目標に基づき、重点プロジェクト、施策を示しています。また、計画の実効性を高

めるため、施策ごとに達成目標を設定しています。 

計画期間は、前期と後期に分け、前期基本計画は平成 23年度から平成 27年度までの５

年間、後期基本計画は平成 28年度から平成 32年度までとします。 

(３)実施計画 

基本計画に掲げる施策を具体化するため、事業の手法、事業費などを定めています。 

計画期間は３年間とし、社会情勢の変化に柔軟に対応するため、ローリング方式（※１）

によって、毎年度、検証と見直しを行っています。 

なお、実施の必要性や効果を考慮したうえで、この実施計画に盛り込まれた事業につい

ては、予算措置を行い、確実に実施しています。 

 

【用語解説】 

※１「ローリング方式」・・・・毎年度修正や補完などを行うことで、変化する経済・社会情勢に弾力的に対応し、計画と現実が大きく 
ずれることを防ぐやり方のこと。 

 

 

 

 
 
 

１ 社会潮流 

 後期基本計画の策定に当たり、社会潮流を的確に把握し、迅速・柔軟に対応していくこと

が求められますので、世の中の流れと本市の状況を次のとおり整理しました。 

 

(１)人口減少・少子高齢社会の到来 

〇日本の総人口は、平成 20年を境に減少局面に入りました。人口減少・少子高齢化は、 

今後加速度的に進むことが想定されています。 

 〇人口減少の状況は、地域によって大きく異なり、地方から始まり都市部へ進行していく

ことになります。 

 〇人口減少・少子高齢化に伴う人口構造の変化は、雇用、経済活動、社会保障、人々の暮

らし方などに大きな影響を与えるものと懸念されています。特に、社会保障費の増大は、

国、地方の財政を逼迫
ひ っ ぱ く

させる要因となっています。 

 

 ■本市では、昭和 45 年から増加していた総人口（住民基本台帳）が平成 23 年から減少

に転じました。要因としては、自然減（死亡者数から出生者数を減じた数）と社会減（転

出者数から転入者数を減じた数）の両方によるもので、今後もこの傾向が続くことが予

想されます。また、地域によって人口や年齢構成などに差が見受けられ、山間地域など

における人口減少による地域コミュニティ活動への影響が懸念されます。 

 
 

(２)まち・ひと・しごと創生法による地方創生 

 〇国は日本の人口の現状と将来の姿を示し、今後目指すべき将来の方向を提示する、ま

ち・ひと・しごと創生長期ビジョンを実現するため、今後５か年の目標や施策、基本的

な方向を提示する、まち・ひと・しごと創生総合戦略がとりまとめられ、平成 26年 12

月 27日に閣議決定されました。 

 〇これに伴い、地方公共団体は、地方版人口ビジョンにおいて人口動向や将来人口の分析、

中長期の将来展望を提示し、地方版総合戦略によって持続可能なまちをつくるための５

か年の政策目標・施策を策定します。 
 〇国は、地方が策定した戦略に対し、財政支援・情報支援・人的支援を切れ目なく展開す

るものです。 
 
 ■本市では、まち・ひと・しごと創生糸島市人口ビジョン、まち・ひと・しごと創生糸島

市総合戦略を策定し、本市特有の課題に取り組み、地域の特性を生かして人口減少時代

に対応します。 
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